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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期
累計期間

会計期間
自 2021年５月１日
至 2021年10月31日

売上高 (千円) 17,637,398

経常利益 (千円) 1,874,382

四半期純利益 (千円) 1,279,102

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) －

資本金 (千円) 465,000

発行済株式総数 (株) 4,650,000

純資産額 (千円) 15,223,660

総資産額 (千円) 28,216,347

１株当たり四半期純利益 (円) 278.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) －

自己資本比率 (％) 54.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △5,422,347

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 6,749

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 2,603,845

現金及び現金同等物の四半期末残高 (千円) 6,260,585

　

回次
第58期

第２四半期
会計期間

会計期間
自 2021年８月１日
至 2021年10月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 62.09

(注)１．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が当社の財政状況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「事業等のリスク」についての重

要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

当第２四半期累計期間の受注高は15,452,380千円となりました。売上高は17,637,398千円、営業利益は1,872,719

千円、経常利益は1,874,382千円、四半期純利益は1,279,102千円となりました。なお、営業利益率は10.6％となり

ました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　（土木工事事業）

受注高は10,963,329千円、売上高は8,045,178千円、セグメント利益（営業利益）は1,281,132千円となりまし

た。また、営業利益率は、15.9％となりました。

　（建築工事事業）

受注高は4,489,051千円、売上高は9,586,236千円、セグメント利益（営業利益）は588,639千円となりました。

また、営業利益率は、6.1％となりました。

　（その他）

売上高は5,984千円、セグメント利益（営業利益）は2,947千円となりました。また、営業利益率は、49.3％と

なりました。

② 財政状態

（資産）

　当第２四半期会計期間末の資産合計は、28,216,347千円と前事業年度末と比べて5,090,153千円の増加となりまし

た。主な要因は、現金預金が2,811,752千円、未成工事支出金が1,863,591千円減少しましたが、受取手形・完成工

事未収入金等が9,924,971千円増加したことによるものです。

（負債）

　当第２四半期会計期間末の負債合計は、12,992,686千円と前事業年度末と比べて3,896,891千円の増加となりまし

た。主な要因は、短期借入金が2,700,000千円、未成工事受入金が499,015千円、支払手形・工事未払金が352,538千

円増加したことによるものです。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末の純資産合計は、15,223,660千円と前事業年度末と比べて1,193,262千円の増加となりま

した。主な要因は、四半期純利益を1,279,102千円計上したことによるものです。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、2,811,752千円減少し、6,260,585千円となりました。各

キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、5,422,347千円の支出となりました。主

な要因は、税引前四半期純利益1,864,129千円、未成工事支出金の減少1,863,591千円があったものの、売上債権

の増加9,924,971千円があったことによるものです。なお、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスになっ

たのは、竣工時等の工事請負代金の入金よりも、工事原価の支払が先行したことによるものであり、前年同期に

おいても2,186,861千円のマイナスになっておりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、6,749千円の収入となりました。主な要

因は、有形固定資産の売却による収入4,140千円があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、2,603,845千円の収入となりました。主

な要因は、短期借入金の純増加額2,700,000千円があったことによるものです。

(3) 研究開発活動

　 該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,600,000

計 18,600,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,650,000 4,650,000 非上場 単元株式数は100株であります。

計 4,650,000 4,650,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年10月31日 ― 4,650,000 ― 465,000 ― ―

(5) 【大株主の状況】

2021年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ノバック従業員持株会 兵庫県姫路市北条１丁目92 1,194,500 25.98

立花 充 兵庫県姫路市 337,000 7.33

石田 久男 兵庫県赤穂市 333,100 7.24

大谷 敏博 兵庫県姫路市 231,097 5.03

山本 博和 兵庫県たつの市 195,500 4.25

牧野 久 兵庫県姫路市 185,500 4.03

東山 正人 兵庫県たつの市 175,500 3.82

大谷 敏彦 大阪府高槻市 140,117 3.05

大谷 博三 奈良県生駒市 140,116 3.05

齋木 純一郎 兵庫県姫路市 115,500 2.51

計 ― 3,047,930 66.29
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

　52,100
― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,597,700
45,977 同上

単元未満株式
普通株式

200
― ―

発行済株式総数 4,650,000 ― ―

総株主の議決権 ― 45,977 ―

② 【自己株式等】

2021年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社ノバック

兵庫県姫路市北上一丁目92番地 52,100 ― 52,100 1.12

計 ― 52,100 ― 52,100 1.12

（注）上記のほか、当社所有の単元未満自己株式70株があります。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第63号)

に準拠して作成し、「建設業法施行規則（1949年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2021年８月１日から2021年10月31日まで)及び第２四半期累計期間(2021

年５月１日から2021年10月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(2021年10月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,310,585

受取手形・完成工事未収入金等 19,767,196

未成工事支出金 177,923

材料貯蔵品 10,872

その他 696,169

流動資産合計 26,962,748

固定資産

有形固定資産 497,782

無形固定資産 86,540

投資その他の資産 669,276

固定資産合計 1,253,599

資産合計 28,216,347
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(2021年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 ※２ 6,731,069

短期借入金 2,700,000

未払法人税等 611,307

　 未成工事受入金 1,621,132

　 完成工事補償引当金 34,849

　 工事損失引当金 13,288

賞与引当金 223,918

役員賞与引当金 11,391

その他 834,462

流動負債合計 12,781,419

固定負債

退職給付引当金 23,516

役員退職慰労引当金 145,895

その他 41,856

固定負債合計 211,267

負債合計 12,992,686

純資産の部

株主資本

資本金 465,000

利益剰余金 14,723,777

自己株式 △5,217

株主資本合計 15,183,560

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 40,099

評価・換算差額等合計 40,099

純資産合計 15,223,660

負債純資産合計 28,216,347
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

売上高

　 完成工事高 17,631,414

　 その他の事業売上高 5,984

　 売上高合計 17,637,398

売上原価

　 完成工事原価 15,072,061

　 その他の事業売上原価 3,036

　 売上原価合計 15,075,098

売上総利益

　 完成工事総利益 2,559,352

　 その他の事業総利益 2,947

　 売上総利益合計 2,562,300

販売費及び一般管理費 ※ 689,580

　営業利益 1,872,719

　営業外収益

　 受取利息 7

　 受取配当金 748

　 受取損害賠償金 6,351

　 その他 1,636

　 営業外収益合計 8,742

　営業外費用

　 支払利息 2,552

　 コミットメントフィー 4,528

　 営業外費用合計 7,080

　経常利益 1,874,382

　特別利益

　 投資有価証券売却益 231

　 特別利益合計 231

　特別損失

　 固定資産売却損 10,484

　 特別損失合計 10,484

　税引前四半期純利益 1,864,129

　法人税等 585,026

　四半期純利益 1,279,102
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,864,129

減価償却費 26,672

完成工事補償引当金の増減額(△は減少) 225

工事損失引当金の増減額(△は減少) △44,536

　賞与引当金の増減額(△は減少) 55,833

　役員賞与引当金の増減額(△は減少) △15,008

　退職給付引当金の増減額(△は減少) △3,965

　役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) 7,362

受取利息及び受取配当金 △755

　受取損害賠償金 △6,351

支払利息 2,552

　コミットメントフィー 4,528

　固定資産売却損 10,484

　投資有価証券売却益 △231

売上債権の増減額(△は増加) △9,924,971

　未成工事支出金の増減額(△は増加) 1,863,591

その他の棚卸資産の増減額(△は増加) 1,218

仕入債務の増減額(△は減少) 352,538

　未成工事受入金の増減額(△は減少) 499,015

その他 376,385

小計 △4,931,282

利息及び配当金の受取額 755

　損害賠償金の受取額 6,351

利息の支払額 △2,552

　コミットメントフィーの支払額 △4,528

法人税等の支払額 △491,091

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,422,347

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,463

　有形固定資産の売却による収入 4,140

　その他 6,073

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,749

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入金の純増減額(△は減少) 2,700,000

　リース債務の返済による支出 △4,197

　配当金の支払額 △91,956

　財務活動によるキャッシュ・フロー 2,603,845

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △2,811,752

現金及び現金同等物の期首残高 9,072,337

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,260,585
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

(会計方針の変更)

１ 「収益認識に関する会計基準」等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、工事契約に係る収益認識について、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、履行義務を充足する

につれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を見

積る方法は、原価比例法を採用しております。また、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合

理的に見積ることができないものの、発生費用の回収が見込まれる工事については原価回収基準により処理して

おり、少額又は期間がごく短い工事については代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益

を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。その結果、四半期

財務諸表に与える影響はありません。

２ 「時価の算定に関する会計基準」等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響は

ありません。

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期貸借対照表関係)

　１ 保証債務

下記の会社の手付金保証契約に対して債務保証を行っております。

債務保証の極度額は以下のとおりであります。

当第２四半期会計期間
(2021年10月31日)

明和地所(株) 600,000千円

(株)日商エステム 322,000 〃

和田興産(株) 310,000 〃

　計 1,232,000千円

※２ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、下記の四半期会計期間末日満期手形を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

当第２四半期会計期間
(2021年10月31日)

支払手形 1,242,600千円

(四半期損益計算書関係)

　※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

従業員給料手当 174,805千円

賞与引当金繰入額 53,528 〃

役員賞与引当金繰入額 11,391 〃

退職給付費用 5,860 〃

役員退職慰労引当金繰入額 7,362 〃

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

　

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

現金及び預金 6,310,585千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50,000 〃

現金及び現金同等物 6,260,585千円

(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年７月30日
定時株主総会

普通株式 91,956 20 2021年４月30日 2021年７月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)

合計

土木工事事業 建築工事事業 計

売上高

外部顧客への売上高 8,045,178 9,586,236 17,631,414 5,984 17,637,398

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 8,045,178 9,586,236 17,631,414 5,984 17,637,398

セグメント利益 1,281,132 588,639 1,869,771 2,947 1,872,719

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 1,869,771

「その他」の区分の利益 2,947

四半期損益計算書の営業利益 1,872,719

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期累計期間(自 2021年５月１日 至 2021年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計

土木工事事業 建築工事事業 計

一時点で移転される財又はサ
ービス

2,112 53,460 55,572 － 55,572

一定の期間にわたり移転され
る財又はサービス

8,043,066 9,532,775 17,575,841 － 17,575,841

顧客との契約から生じる収益 8,045,178 9,586,236 17,631,414 － 17,631,414

その他の収益 － － － 5,984 5,984

外部顧客への売上高 8,045,178 9,586,236 17,631,414 5,984 17,637,398

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行

義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含

めております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

１株当たり四半期純利益 278円20銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 1,279,102

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,279,102

普通株式の期中平均株式数(株) 4,597,830

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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